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韓国では、他国に類を見ない急速な少子化と高齢化が進行している。2010 年

の合計特殊出生率は 1.23、高齢化率は 2000 年に 7%を越え、わずか 18 年後の

2018 年に 14%に達する予測である。さらに、子供世帯が親世帯と同居し日常生

活を支援するという慣習の存在により、現時点では高齢化から生じる諸問題は

潜在化し、韓国社会の関心も比較的低い。しかし、少子化に伴い、今後、子供

世帯と同居する高齢者世帯の割合は急速に減少するため、高齢単身／夫婦世帯

が急増することが予想される。以上の背景を踏まえて、本論文は、韓国ソウル

都市圏を対象に、世帯構成およびモビリティとアクセシビリティが、高齢者の

交通需要に与える影響を明らかにすることを目的とした。特に、高齢者の外出

の多くを占める、通勤・業務以外の外出活動に焦点を当てた。 
 第一章で研究の背景と目的を述べた後、第二章で既往研究のレビューを行っ

た。その結果、韓国では、世帯構成が高齢者の交通行動に与える影響を含めて、

これまで高齢者の交通需要に関する研究はほとんど行われていないことが明ら

かとなった。そこで第三章では、既存の大規模交通調査データである、ソウル

都市圏パーソン・トリップ調査データの分析により、世帯構成の差異による高

齢者の交通行動の差異を明らかにした。また、2002 年および 2006 年の二時点

のパーソン・トリップ調査データを用いることで、世帯構成の変化の影響にも

着目した。世帯構成、調査年次、年齢階層に着目したクロス集計および外出／

非外出選択ロジット・モデル分析を通して、短期間にも拘らず二時点における

トリップ数に差異が確認され、急速な変化が起こったことが示唆された。 
 次に、「より高いアクセシビリティは、より多くの移動をもたらす」という交

通研究分野で一般的な仮説が、当てはまらない場合があることを示す研究の存

在に着目した。また、前章の分析では、他の世帯員が高齢者の交通行動へ与え

る影響を考慮していなかった。そこで第四章では、世帯内相互作用とアクセシ

ビリティが、外出ツアー頻度に与える影響に焦点を当てた。まず、2006 年のソ

ウル都市圏パーソン・トリップ調査データ、交通ネットワーク・データ、OD デ

ータ等を用いて、効用ベースのアクセシビリティ指標を開発した。クロス集計

および外出ツアー頻度を説明するオーダード・プロビット・モデル分析の結果、

アクセシビリティは買い物等の義務的活動ツアー頻度と負の相関がある一方、



娯楽等の自由目的ツアー頻度とは正の相関があることが確認された。 
 そして第五章において、既存のパーソン・トリップ調査データを用いて可能

な分析の限界を認識し、ソウル郊外のニュータウンを対象に、高齢者の買い物

行動の実態と意識に関する独自のアンケート調査を実施した。まず、クロス集

計分析により、外出頻度、同伴行動、買い物に対する楽しみが、高齢者の属性

により異なることを明らかにした。続いて、多数の変数間の複雑な因果関係の

仮説を検証するために、構造方程式モデルを構築した。全サンプルを用いたモ

デル推定の後、自動車利用可能性、同伴外出、義理の娘の存在、子供世帯と同

居といった４つの属性に基づき、それぞれ２グループに分割して推定したモデ

ル間の比較を行った。その結果、グループ間で異なる影響を示す変数が複数存

在した。 
最後に第六章で、結論と今後の課題を整理した。以下に、主要な知見と交通

計画／政策への示唆をまとめる。第一に、目的地への到達しやすさを表現する

アクセシビリティ指標が、必ずしも外出ツアー頻度と一定の関係があるわけで

はないことである。既存のアクセシビリティ指標の計測において、自己申告制

のアンケート調査による短距離トリップの報告漏れや、世帯員間の相互作用、

活動目的別に異なる交通需要、トリップ・チェインや建物内移動などの要素を

考慮していないこと等が一因であると想定される。この知見は、交通需要予測

の精度向上だけではなく、より適切な交通計画／政策の評価に貢献するものと

考えられる。第二に、韓国における世帯構成の変化が、高齢者にとって楽しみ

でない外出活動を強いる可能性があることである。この知見は、韓国政府が高

齢者の生活の質を改善するためには、高齢者の交通安全だけではなく、世帯構

成の変化の影響にも十分配慮する必要があることを示唆する。第三に、世帯単

位での食料品・日用品の買い物量が比較的一定であるという性質から、大規模

ディスカウント・ストア、在来市場、スーパーマーケットといった、異なる種

類の買い物施設への外出頻度間にトレード・オフの関係が存在することである。

この知見も、交通計画／政策および施設配置に関しても示唆を与えるものであ

る。第四に、食料品・日用品の買い物は、特定の高齢者層にとっては楽しみな

活動であり、韓国の高齢者の多くが従事する近隣での娯楽活動よりも生活の質

を改善する可能性があることを示した点である。この知見は、特にモビリティ

が低く子供世帯と同居していない高齢者の買い物行動に、政府はより配慮する

必要性があることを示唆する。 
 以上、本論文は、韓国における急速な高齢化に伴う世帯構成の変化や、モビ

リティおよびアクセシビリティが、高齢者の交通行動および生活の質に与える

影響を、既存の大規模調査データおよび独自の調査データの分析を通して明ら

かにし、新規性の高い結論と有用性の高い知見が得られたものと判断される。

よって本論文は博士（工学）の学位請求論文として合格と認められる。 


